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令和７年５月号 

労務管理、安全衛生、労働保険等に関する情報を提供いたします。 

掲載内容についてご不明な点がある場合には、当監督署までお問い合わせください。 

 

  

 

① 全国安全週間のお知らせ。 

   本年も７月１日より同月７日までを本週間、６月１日から同月３０日までを準

備期間とする全国安全週間が全国一斉に実施されます。説明会の日程は次のとお

りです。参加をお願いします。 

   ●開催日及び場所 

    令和７年６月 ６日（金） 草加会場（草加文化会館） 

        ６月 ９日（月） 久喜会場（久喜菖蒲工業団地管理センター） 

        ６月１０日（火） 春日部会場（春日部市民文化会館） 

               注：春日部会場では、協会無災害表彰を同時実施 

 

 ② 埼玉第 14 次労働災害防止計画進捗状況把握のための 

アンケートにご協力お願いします。 

第 14次労働災害防止計画は、誰もが安全で健康に働くことのできる社会等の

実現に向け、令和５年度からの５年間にわたり、埼玉労働局等が重点的に推進す

る事項やその目標を示したものです。 

計画の詳細につきましては、３ページ目（熱中症対策）右上の QRコードを読

み込んでください。 

 

③ 熱中症クールワークキャンペーンが始まっています。 

   職場での熱中症により、1年間に約 30人の方が亡くなっています。 

   4月から準備を始めましょう。 

 

④ 令和７（２０２５）年度の雇用保険料率のご案内 

   雇用保険の料率が変わりました。 

 

 



埼玉第14次労働災害防止計画
進捗状況把握のための

アンケートにご協力
お願いします。

今後の労働災害防止計画の見直し等のための
資料とさせていただきます。

上記の二次元コードを読み取り回答するほか、埼玉労働局ホームページ「埼玉
労働局からのお知らせ」等から回答することもできます。

https://jsite.mhlw.go.jp/form/pub/roudou11/2025_14minaosi

https://jsite.mhlw.go.jp/form/pub/roudou11/2025_14minaosi


令和７年（2025年）１月１日以降に報告受付となる労働者死
傷病報告について、電子申請による報告が義務付けられます。
ただし、電子申請が困難な場合は、当面の間、書面による申

請が認められます。

第14次労働災害防止計画の
詳細はこちらへ ☟

熱中症対策

熱中症

（R9）

労働局等の具体的な取組

アウトプット指標 アウトカム指標



令和７（2025）年４月１日から令和８（2026）年３月31日までの雇用保険料率は以下

のとおりです。

事業主・被保険者の皆さまへ

令和７（2025）年度 雇用保険料率のご案内

LL070207保01

＜令和７年度の雇用保険料率＞

（枠内の下段は令和５年４月～令和７年３月の雇用保険料率）

負担者

 事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

②
①＋②

雇用保険料率
事業主負担

失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇用保険二事業

の保険料率

一般の事業 5.5/1,000 9/1,000 5.5/1,000 3.5/1,000 14.5/1,000

（令和６年度） 6/1,000 9.5/1,000 6/1,000 3.5/1,000 15.5/1,000

農林水産・
清酒製造の事業

6.5/1,000 10/1,000 6.5/1,000 3.5/1,000 16.5/1,000

（令和６年度）
7/1,000 10.5/1,000 7/1,000 3.5/1,000 17.5/1,000

建設の事業 6.5/1,000 11/1,000 6.5/1,000 4.5/1,000 17.5/1,000

（令和６年度）
7/1,000 11.5/1,000 7/1,000 4.5/1,000 18.5/1,000

※

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事業については一
般の事業の率が適用されます。

• 失業等給付等の保険料率は、労働者負担・事業主負担ともに5.5/1,000に変更

になります（農林水産・清酒製造の事業及び建設の事業は6.5/1,000に変更に

なります。）。

• 雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、引き続き3.5/1,000です（建

設の事業は4.5/1,000です。）。

（赤字は変更部分）
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